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筆者は，これまで戦後日本の社会変動を学歴社会論に焦点を合わせて描き
出す試みを重ねてきた。その成果が陳（２０１４a）および陳（２０１４b）である。
そこでは１９５０年代から６０年代の経済復興期から高度経済成長の時代，そし
て７０年代から８０年代の安定成長からバブル時代というように，約２０年単
位で戦後日本の社会変動を学歴社会論を手がかりにして描いてきた。本論文
では，その後の１９９０年代以降の時代を取り上げることにしたい。それはバ
ブル崩壊後のいわゆる失われた２０年であるが，現在それは２５年になろうと
しているのであり，もはやそれはたんなる喪失の時代ではなく，日本社会が
根本的な変動をせざるをえなくなった時代としてとらえなければならないだ
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ろう。
第１節では，戦後日本の学歴社会論の展開を整理した上で，現在の課題を
提示している本田・平沢編（２００７）の編者による序論に依拠し，戦後日本社
会の学歴社会論の展開を改めて振り返り，その上で９０年代以降の学歴社会
論の動向と主要論点，すなわちゆとり教育と学力低下問題，および格差社会
と学歴分断社会を取り出したい。
第２節では，ゆとり教育と学力低下問題を取り上げる。バブル崩壊後の不
況時代に，大学進学率は３０％から４０％へ，そして５０％へと９０年代以降の
２０年間に上昇した。今や，同年齢人口の５割が大学生であり，５％の短大生
や１５％の専門学校生を合わせれば，年齢人口の７割が高等教育機関に所属
していることになる１）。そのような変動期に文部行政はゆとり教育を提唱し，
反対意見に抗して実施したが，結果的には学力低下を招いたとされてしま
い，２１世紀早々それを廃棄してしまった。ゆとり教育の理念はどのような
時代的要請に対応していたのか，そしてそれはなぜ失敗したとされたのか，
学力低下というトレンドはどのような社会変動の現れなのかなどを検討した
い。
第３節では，格差社会を学歴社会論の視点から把握した学歴分断社会論を
紹介し，それが新たな日本の社会変動の現れであることを明らかにしたい。
２１世紀になると日本社会は格差社会の様相を一層鮮明に呈してきた。格差
社会はグローバル化が進行する現代世界では必然的なトレンドであるという
見解もあるが，それに対してどのような対応策があるかも考察したい。
第１節 学歴社会論の動向と論点
１９９０年代以降の学歴社会論の主要問題とは何か。本節では，戦後日本の
１）文部科学省のホームページ（２０１４年９月３０日現在）に掲載されている「平成２５
年度学校基本調査（速報値）」によると，２０１３年度の大学進学率は４７．４％，大
学・短大進学率は５３．２％，専門学校進学率は１７％である。
１０６ 桃山学院大学社会学論集 第４８巻第２号
学歴社会論の展開を整理し，現在の主要論点を提示している２００７年に発表
された本田・平沢の「学歴社会・受験競争」（本田・平沢編，２００７の序論）
に依拠し，陳（２０１４a）および陳（２０１４b）で解明してきた戦後日本の学歴
社会論の展開を改めて振り返るとともに，１９９０年代以降の学歴社会論の動
向と論点を明らかにしよう。
まず「学歴社会」と「受験競争」という二つのキーワードが定義される。
学歴社会とは地位達成に対する学歴の客観的有効性，およびそうした学歴の
有用性や価値に対する社会成員の主観的認識の度合いが高い社会のことを意
味すると言える。学歴という言葉は個人が修了した学校段階（いわゆる「タ
テの学歴」，高卒・大卒など）を意味する場合もあれば，個々の学校段階の
内部で個人が卒業した学校名（「ヨコの学歴」，○○大学卒など）を意味する
場合もある。他方，受験競争とは，学歴社会を前題とした上で，学歴へのア
クセス手段としての受験における成功をめぐって激しい競争が子どもの間に
生じている状態を指している。この両者を統合的に捉えるならば「学歴社
会・受験競争」という主題は，教育達成と地位達成の関連の強さや達成プロ
セスの様態と，それらをめぐる人々の意識と行動の総体を意味している。属
性主義を脱して業績主義を社会の基本的な編成原理として掲げる近代以降の
すべての社会にとって「学歴社会・受験競争」は普遍的な一貫したテーマで
ある。しかし同時に，「学歴社会・受験競争」は個々の社会や時期および視
点によって，その実態や見方にかなりの質的な違いが見いだされる主題でも
ある。
本田・平沢は議論のおもな対象を高度成長期以降の日本社会に限定した上
で，１９８０年代中頃と１９９０年代終盤を境に時期を三つに区切り，経済学や教
育学の成果にできる限り目配りをしながらも，この主題にもっとも精力的に
取り組んできたと考えられる社会学の視点からの分析を中心に振り返ること
にしたいと，その趣旨を明らかにする。以下，本田・平沢による戦後日本の
学歴社会論の展開の総括について順次見ていこう。
１０７１９９０年代以降の日本の社会変動
少なくとも高度経済成長期から１９８０年代にかけての時期には，「学歴社
会・受験競争」という主題が，人々にとってきわめて大きな関心事であり続
けていた。日本は世界に冠たる学歴社会であり熾烈な受験競争が存在する国
であるという認識は，社会の中でほぼ共有されており，それを前提にしてさ
まざまな調査研究や，しばしば批判的な言説の生産，政策提言などが行われ
ていた２）。
１９７４年から７６年にかけてマスコミは「受験フィーバー」状況を呈した。
一般大衆週刊誌がいっせいに，有名大学の高校別合格者数，各大学の合格偏
差値や「穴場」，有名私立中学校の入試問題から「よい進学塾」の選びかた
までを競って掲載した。これらの記事の年間総数は，７３年以前に比べ約１０
倍にも達した。そしてこの競争は「私立中学校ブーム」など低年齢化の一途
をたどりつつ激化する一方で，高校中退者の増加など，学習意欲，生活意欲
を喪失し，競争から早々とドロップアウトする部分をも生み出してきた。競
争の性格は上昇競争から生き残り競争へと転化した３）。
１９７０年代半ば以降，学歴社会が存在するからこそ学歴獲得競争としての
受験競争が社会に全域化する形で発生しているという認識があり，また逆に
「学歴取得競争が引き起こす受験教育の不当性を軸に，教育における能力差
別を批判する視点からの学歴差別に問題が転化している」（苅谷，１９９５，
p．１４８）というように学歴社会の問題性の論拠として受験競争の非教育性が
言及されるという形で，学歴社会と受験競争は相互参照的・循環的にひとつ
ながりの問題群を形成していた。
７０年代から８０年代にかけての「学歴社会・受験競争」に関する関心や問
題認識には，いかなる特徴があったのか。当時の学歴社会研究の中心的な問
題関心は，個々人の修了した教育段階や学校歴に応じて，就職先企業規模，
２）陳（２０１４b）でその主要なものを紹介した。
３）本田・平沢はこの段落の内容については，乾彰夫『日本の教育と企業社会── 一
元的能力主義と現代の教育＝社会構造』大月書店，１９９０年から引用している。
１０８ 桃山学院大学社会学論集 第４８巻第２号
企業内昇進の可能性，賃金などにいかなる相違が生じているかということで
あった。すなわち，研究の対象者が正社員であることはほぼ自明の前提とし
た上で，どのような企業に就職するか，企業内でどれほどの地位や給与水準
まで到達できるかをデータで細かく分析することが学歴社会研究の主流で
あったと言える。学校歴，特に出身大学に焦点が当てられる場合には，大学
の「銘柄」（入試難易度や設置年の古さなど）と，就職先企業の従業員数，
課長・取締役などの各職位への昇進の可能性や賃金などの，いずれも明確な
ハイアラーキーをなす指標同士がどれほど対応しているかに主な関心が注が
れていた。この種の研究は，学歴社会は虚像か実像かをめぐって論争の様相
を呈した。小池・渡辺（１９７９）４），岩内（１９８０）５），竹内（１９８１）なども現れ
た。そして１９８０年代半ばには「学歴社会は平熱ではないが，必ずしも高熱
というわけではない」（竹内，１９８１，１２６頁），すなわち学歴は万能ではない
が平均で見れば一定の効果をもつという理解に達して，ほぼ収束を迎えた。
なお，こうした７０年代から８０年代にかけての「学歴社会・受験競争」論
の特徴を，９０年代半ばの時点から振り返った苅谷（１９９５）は，それらの議
論が学歴取得後の不平等と学歴取得に至る競争の問題性に関心を集中させて
おり，学歴取得以前の子どもの出身階層に基づく不平等への視線を欠如させ
ていたことを指摘している。
以上のように７０年代から８０年代にかけての展開を整理した本田・平沢
は，９０年代中頃から世紀転換期になると，学歴社会や受験競争という言葉
は，日本社会の中でかつてほどの存在感を発揮しなくなってきたようだと指
摘する。学歴社会日本という社会認識は，この２０年ほどの間，あまり省み
られることがなかった。しかし，学歴社会は総中流社会とならんで，高度経
済成長期の日本を語るためにさかんに用いられた一種の流行語であった。そ
４）これについては陳（２０１４b）で紹介した。
５）本田・平沢は岩内亮一『学歴主義は崩壊したか──実態調査にみる人材管理』日
本経済新聞社，１９８０年を参照している。
１０９１９９０年代以降の日本の社会変動
うであるからこそ，いまとなっては一時代前の言葉と理解されて，いまさら
学歴社会かと人々に首を傾けられるような，中途半端な位置を与えられてい
る。また，今日の社会学者やジャーナリストのほとんどは，学歴や学校がも
つはたらきの重大さについて認識してはいても，以前ほど積極的に論及しよ
うとはしない。社会全体が，どういうわけか見て見ぬふりを決め込んでいる
のである。しかし，日本社会において，学校，学歴を起点とした駆動力は，
本来決して弱いものではない。以上のように本田・平沢が述べることに対応
した学歴社会論の一つが，本論文の第３節で紹介する吉川徹が展開する学歴
分断社会論である。
８０年代後半から９０年代にわたって，「学歴社会・受験競争」への関心が
後退したのはなぜか。本田・平沢は三つの背景を指摘する。第１の背景は，
それ以前の「学歴社会・受験競争」論の「行き止まり地点」への到達をあげ
ることができるだろう。精緻なデータ分析によって，学歴社会について虚像
論にしろ実像論にしろ「穏当な」現状認識が得られたこと，それにもかかわ
らず狂奔しているように見えていた受験競争への説明図式として社会意識や
文化が参照されざるを得なかったことは，「学歴社会・受験競争」論が研究
の進展それ自体によって，社会の人々にとって言わば「もう面白くない」段
階に達していたことを意味していた。それに加えて第２の背景として指摘す
べきは，言うまでもなくこの時期の日本の社会経済状況である６）。バブル経
済期における富と消費をめぐる多幸症的な「躁」状態と，その後に９０年代
初頭から一転して長期不況期に入り，雇用情勢が著しく悪化を遂げる中での
「呆然自失」状態は，いずれも「学歴社会・受験競争」という従来の社会関
心や認識枠組がそのままの形では適用できなくなる事態であったと考えられ
る。さらに第３の背景となっていたのは，８０年代後半以降の教育政策であ
る。「自ら学ぶ意欲と社会の変化に主体的に対応できる能力の育成を重視す
６）この時期における学歴主義的意識の動向については陳（２０１４b）の第３節でも取
り上げた。
１１０ 桃山学院大学社会学論集 第４８巻第２号
ること」（教育課程審議会１９８７年答申）を目指して導入された「新学力観」
や生活科，「関心・意欲・態度」の評価，その後の学校週５日制の段階的導
入，「ゆとりのある教育活動を展開する中で，基礎・基本の確実な定着をは
かり，個性を生かす教育を充実すること」（教育課程審議会１９９８年答申）を
目指した教育内容の削減と総合的な学習の時間の導入など，ゆとり教育と総
称される一連の政策のことである７）。それは，教育政策が受験競争から訣別
しようとする明確な方針を打ち出していることを社会の人々に強く印象づけ
るものでもあった。
しかし，その間も世紀転換期以降の格差論の沸騰を準備するような事態は
進行していたと本田・平沢は指摘する。第１に，７０年代以降，文部省の方
針によって拡大が抑制されていた大学進学率が，９０年代には再び明らかに
上昇し始めた。「大学全入時代」の到来が宣伝され，一部の大学における定
員割れや大学統廃合も世間の注目を集めた。こうした大学進学率の拡大は，
そのもとでも進学できなかった層を相対的にいっそう不利な状態に導く結果
をもたらした。第２に，大学進学率上昇と期を同じくしておこった９０年代
末の「学力低下」論争である。第３に，９０年代を通じて進行した若年雇用
問題についても，同時期の後半以降，多数の研究成果が刊行され，そうした
事態が若者の就労意識の変化にのみ還元されうるものではなく，労働需要側
の変化を含む社会構造上の問題であることについての認識が高まってきた。
このような９０年代の社会経済的・政策的動向を経て，世紀転換期に様々
な格差論が噴出した。１９８０年代後半以降の大きな社会状況の変動を経て，
「学歴社会・受験競争」への関心がいったん空白化したあとに，世紀転換期
に人々の念頭を支配するようになったのは，受験や学歴を梃子とした出身階
層と到達階層の直結であり，競争地平からの一部の＜層＞の離脱と自足であ
り，あるいは受験や学歴以外の新しい地位達成基準の勃興であったといえ
７）本田・平沢は本田由紀「９０年代におけるカリキュラムと学力」『教育社会学研
究』第７０集，２００２年を参照している。
１１１１９９０年代以降の日本の社会変動
る。
以上のように本田・平沢による現代日本社会における学歴社会論の歴史的
展開の総括は，同様の試みをしている筆者にとって非常に高く評価できるも
のである。筆者が戦後から現在に至る約７０年の現代日本社会の変動
を，１９７０年と１９９０年によって三つの時期に区分して把握しようとしている
のに対して，本田・平沢は高度経済成長時代以降から現在に至る５０年間に
ついて，１９８０年と１９９０年代半ばに分割線を入れている点や，筆者がアカデ
ミズム外のジャーナリズムや社会意識にまで学歴社会論の範囲を広げてきた
点に若干の相違点はあるが，学歴社会論に焦点を合わせた戦後日本の社会変
動論が簡潔に明示されている。そこでは１９９０年代以降の学歴社会論が問う
べき問題として学力低下問題や格差問題が強調されていることに学び，筆者
はそれを受け継いで本章の第２節および第３節でそれらの問題についての議
論を検討することにしたい。
第２節 ゆとり教育と学力低下問題
１９９０年以降に，学歴社会論のテーマの一つとして浮かび上がったのが，
ゆとり教育をめぐる論争である８）。教育行政を担う文部科学省がその方針を
９０年代に決定し，２１世紀を迎えてから実施段階に入ったのだが，学力低下
問題をめぐって強い批判にさらされ，ゆとり教育は実施と同時に転換を余儀
なくされることになったのである。実施前の９０年代後半にはすでに学力崩
壊，学級崩壊をめぐる論争が燃え上がっていたのであり，ゆとり教育の基盤
は実施前から揺らいでいたのであった。本節では，文藝春秋編『教育の論
点』（文春編，２００１年）に拠って，ゆとり教育推進の見解，それへの批判的
８）ゆとり教育は１９８０年度，１９９２年度，２００２年度から施行された学習指導要領に
沿った教育のことであり，小学校では１９８０年度から２０１０年度，中学校で
は，１９８１年度から２０１１年度，高校では１９８２年度から２０１４年度（数学及び理科
は２０１３年度）まで施行された教育である。しかし，中央教育審議会で学習指導
要領の見直しが着手され，２００８年に内容を増加させた学習指導要領案が告示さ
れ，マスコミからは「脱ゆとり教育」と称されている。
１１２ 桃山学院大学社会学論集 第４８巻第２号
な主張のそれぞれ典型的な議論を紹介し，その論点を明らかにしておきたい。
ゆとり教育政策を実質的に主導した文部科学省の若手官僚であった寺脇研
は「なぜ，今「ゆとり教育」なのか──「ゆとり」か「鍛錬」か」（寺脇，
２００１）で次のように論じている。
新教育課程の理念は，第１５期中央教育審議委員会（１９９５年４月～１９９７年
４月）による２回にわたる答申に記されている。すなわち，「ゆとり」の中
で子供たちが「生きる力」を育むことである。教育改革の方向性は以下の点
に集約される。第１に，教育現場における「ゆとり」を生むため，学習指導
要領の内容を絞り込むと同時に，これを教科学習において習得すべき最低基
準と位置づけ，全ての生徒が完全に基準を達成することを目指す。第２に，
画一主義を排し，選択教科の導入等により，教育における多様性を確保す
る。第３に，生徒の「生きる力」を育むため，体験主義に基づく総合的な学
習の時間を導入する。第４に，文部科学省による中央統制を緩和し，教育制
度の地方分権を進め，また現場における教師の裁量範囲を拡大する。第５
に，学校および教師に対する外部評価を実施し，優秀な教員の給与上の優遇
を行う一方，指導の不適切な教員に対しては他の職への転換を図る。
以上の方向性の原点は，７０年代の「詰め込み教育」批判である。７０年代
に授業についていけない子供に対し「落ちこぼれ」という言葉が流行語にな
り，学習しなければならない量が過大であるためだとして，マスコミが一斉
に批判を展開した。こうした批判を受け，７７年に行われた学習指導要領の
改訂では，学科内容が大幅に削減された。さらに８４年，中曽根内閣の時に
招集された臨時教育審議会において，２１世紀に向けた教育のあり方が討議
され，８７年に出た答申では形式的な平等（いわゆる悪平等）を排すべきで
あるという主張がなされた。以後，この臨教審答申を出発点に，小学校にお
ける生活科，中学校における選択科目制の導入などを柱とする９２年の教育
改革が提案され，２００２年の改革へとつながっていったのである。いわば８７
年の答申から１５年かけて，戦後教育の方向転換を行ってきたといえるだろ
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う。
学習指導要領の内容が３割削減されることは，全ての生徒の学ぶ内容が３
割減るということではない。この改訂は中曽根臨教審の提唱した理念である
画一主義の排除とセットになっている。学習指導要領に記された内容はあく
まで最低基準であって，すべての生徒が授業時間内にそれを身に着けると同
時に，習得し終えた生徒が，意欲に応じてより進んだ内容を学習することは
否定されていない。むしろ奨励しているのである。各生徒の指向性や進度に
応じ，多様な学習を可能にし，その機会を提供する。それが多様性の確保，
画一主義の否定という言葉の意味であり，この改訂の最大の眼目となってい
る。学習指導要領の内容削減は，あくまでこの多様性を実現するための手段
であり，これが７７年の時に行われた学習内容の削減と決定的に違う点であ
る。
多様性実現の方法の一つが，選択教科制の導入である。つまり，各人が得
意な科目，興味を抱いた科目については積極的に学ぶ機会を提供しようとい
うことなのである。これは９２年の学習指導要領改訂によって既に一部は導
入されていた。学習指導要領の内容と並んで，授業時間も削減されるが，単
に土曜日をすべて休日とするだけであり，土曜日は現在でも隔週で休日と
なっているので，週平均では２時間減ったにすぎない。ただし方向性の第３
に掲げたように，各教科とは別に週に３時間の総合学習を導入したため，
トータルでは週に５時間の減少ということになる。授業時間に比して学習内
容が過大であったこれまでの教育の現場では，先生は学習内容についての生
徒の疑問につきあう「ゆとり」がなかった。こうして「今のままではいけな
い。もっと考える力を育てなくては」という問題意識から，この改訂は行わ
れたのである。
総合学習の教科書は存在しない。子供たちの自発性を育てることを目的と
して，文部科学省検定の教科書は作らず，点数による評価も行われない，非
常に自由な時間として設定している。教科書による学習は，ある意味でバー
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チャルなものであり，それは紙の上の知識として存在するが，実際に何の役
に立つのか，現実にどのような意味を持っているのか，そのままでは生徒た
ちには実感する機会が提供されない。それが多くの子供たちの学習意欲を失
わせることにつながっているのではないか。そこで，「何のために勉強する
のか」という学習の根本に立ち返り，生徒たちの意欲を引き出そうとする試
みが総合学習である。こうした教科書を離れた討論や体験学習は，欧米では
ごく一般的であり，もし新教育課程を批判する人々が，このような考える力
を重視した教育を否定し，従来のままで良いとするのであれば，経済の停滞
を初めとする現代日本の諸問題は，教育とは無関係であると考えているので
あろう。あるいは考える力を育てる教育も行い，さらに知識重視の科目もこ
れまでと同じ時間だけ行えというのであれば，日曜も休まず１日１０時間の
授業を行え，ということになる。しかし，そんな方向性に賛同する国民はい
ないであろう。この教育課程の改訂は，高校進学率が９７％に達した時点で
実施されたことを忘れてはならない９）。かつての戦後の高度成長期には，進
学率は今のように高くはなく，中卒で就職する人も多かった。そのような時
代には，中学までの義務教育課程の中で社会人として必要な知識の全てを教
え込むことが，有為の人材を実社会に送り出す上で必要なことであり，また
高校に進学できない生徒たちにとっても切実な問題であった。しかし事実上
全ての生徒が高校に進学する現在，何も義務教育の９年間に過大な知識を詰
め込んで消化不良の生徒を大量生産する必要はまったくない。高校３年間を
含めた全１２年を通じて，１年ごとにきちんと知識が身に着いたことを確認
しつつ社会に送り出す方が，結果として優れた人材を実社会に提供すること
になるはずだ。もちろん塾通いは減少すると予想される。中学校の塾通いを
受験のため，補習のため，子供たちの面倒を見てくれる場として利用するた
めと３つのカテゴリーに区分するならば，寺脇は第３のカテゴリーが最も多
９）戦後日本の高校進学の歴史と現在については香川めい・児玉英靖・相澤真一
（２０１４）が詳しい。
１１５１９９０年代以降の日本の社会変動
いと推測している。塾通いは７０年代の半ばに急増したが，それには二つの
理由があった。一つは当時学校で教え込む量が過大となり，ついてゆけない
子供が増えたために，塾に頼らざるを得なくなったからである。もう一つ
は，女性の社会進出が広まり，同時に核家族化が進んで，学校から帰った子
供たちの面倒を見る人がいなくなってしまったからである。塾は勉強のため
というより，一種の学童保育の機能を果たしているのである。教科の内容を
減らし，すべての生徒たちに理解を徹底するようになれば，第２のカテゴ
リーである「学校の授業についてゆけないので，補習のために塾通いする」
必要性は明らかに減少するだろう１０）。
以上が当時の文部官僚でゆとり教育を提唱し実施した寺脇のゆとり教育論
である。これに対して，元経済官僚の榊原英資は「ゆとり教育で日本衰亡」
と主張し，ゆとり教育に次のように警鐘を鳴らした。
ゆとり教育のマニュアルである新学習指導要領では，小・中学校の授業時
間と学習内容が３０％も削減されることになる。小学校主要４教科の学習時
間はすでに８０年と９２年に，合わせて５００時間も削減されているのだが，今
回さらに５００時間が削減される。７０年代と比べると千時間も授業時間が少
ないという計算になる。学校は基本的に勉強するところであり，本分を疎か
にするようなゆとり教育は愚策としか思えない。勉強の出来不出来はある程
度詰め込まれる知識の量で決まるから，学習内容を３０％も減らせば，学力
低下が避けられない。文部科学省は日本の将来への責任をどう考えているの
か。
榊原は２００１年来，ゆとり教育に対する危機感を表明し，元文相の有馬朗
人らと論争を繰り広げてきた１１）。文部科学省によればゆとり教育批判は，少
数のエリート学生のことしかみていないと主張するが，下に合わせれば全体
１０）塾という教育機関はきわめて興味深いものであり，別稿で是非取り上げたいと考
えている。たとえば教育ジャーナリストの「おおたとしまさ」（２０１４）は諸悪の
根源どころか日本最大の教育資産として位置づけている。
１１）中井編（２００３）に掲載されている。
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のレベルが下がるのは自明ではないか。ついていけない子供たちへの方策は
別途考えるべきだ。能力別クラスを作って，徹底的な落ちこぼれ対策をやる
等，打つべき方策は少なくない。しかし，悪平等思想を捨てきれない文部科
学省は能力の差を認めるという，落ちこぼれ対策の第一歩さえ踏み出せない
でいる。いま何よりも優先して行うべきことは文部科学省の行政改革，すな
わち学校教育法を中心とする教育法体系の抜本改正だ。いま日本の教育は文
部科学省に完全に統制されている一種の社会主義行政と言っていい。
なぜ文部科学省は平等主義にこだわり，社会主義的な教育行政を守ろうと
するのか。それはおそらく，文部科学省自体が評価されることを恐れている
からだろう。大学はともかく，中等教育に関しては世界で長年トップに立っ
ていた日本人の成績が近年徐々に落ちてきているのも，ことあるごとに競争
を排除してきた文部科学省の政策が大きな影響を与えている。文部科学省が
実情に合わないゆとり教育を進めていけば，公立と私立の学力格差はますま
す広がっていく。教育にお金をかけられる家庭の子供だけがレベルの高い教
育をということになりかねないし，実際にそういう傾向はすでに見られてい
る。一体これのどこがゆとり教育なのだろう。真の教育改革を行うために
は，学校教育法を中心とした教育法の体系を抜本改正しなければならない。
弱い官庁を装いながらゆとり教育の煙幕を張り，強力な権限を離そうとはし
ない文部官僚たちこそ問題なのである。
以上，ゆとり教育の提唱者であり，それを教育政策的，教育制度的に実現
した教育行政官僚であった寺脇と，元経済官僚であるが官僚辞任後は評論家
や大学教授や国会議員となった榊原のそれぞれの主張を紹介した。たしか
に，寺脇が問題と見なした現実，すなわち一部とはいえ子どもたちの世界に
過熱化した受験競争が存在していたこと，それらの一部の子どもたち以外の
子どもたちは詰め込み主義のカリキュラムに対応できず勉強への意欲を失い
つつあったことは確かに事実だったのであろう。それを解決しようとしたこ
とは間違っていない。しかし現実には，ゆとり教育の導入によって，一部の
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過熱化した受験競争にまきこまれた子どもたちとその親はますます学校教育
を軽視し，学校を欠席して塾に通うという現象すら生じたのである。また，
他方では，緩和されたカリキュラムによってその他の子どもたちはますます
勉強意欲を失うことになってしまったと推測される。その結果，ごく大雑把
に言うならば，一部の過熱化した受験競争を勝ち抜いた少数の「上層」と，
そこで勝ち抜けなかったこれも少数の「中の上層」と，なんとか勉強意欲を
持続させている「中の中」と「中の下」というべき層，以上の３つの層で全
体の上半分，そして下半分には勉強に適応できない分厚い層が生成されてし
まったようだ１２）。
戦後日本社会の発展を支えてきたのは，学歴社会論の視点から見るなら
ば，分厚い中層であると言われてきた。成績優秀な上層の少数のエリート
と，堅実でそこそこ優秀な多数の中層が戦後日本の高度経済成長を支えてき
た。その分厚い中層は中卒および高卒が多数を占める時代から大卒中心に移
行したにせよ，日本社会の基礎をなしていた。しかし，７０年代および８０年
代の２０年間に，高度大衆消費社会が生まれるとともに，分厚い中層に変化
がおとずれた。努力して勉強しなくてもなんとか生きていける，それで満足
であるという安逸な社会意識が強まり，さらには義務教育に価値がおかれた
時代から，義務教育の段階で登校拒否やひきこもりが数万人から十万人の規
模で生じる時代へと変化したのである１３）。ゆとり教育の趣旨は，勉強のでき
る子どもたちには広い教養や視野を，勉強のできない子どもたちには詰め込
み主義からの解放を，ということであったと思われるが，前述のように勉強
のできる子は余裕のできた時間を塾における激しい受験競争に投入し，勉強
のできない子はもともと詰め込み主義の下でも勉強していなかったが，そこ
から解放されてますます勉強しなくなるという皮肉な結果となったのであ
る。こうしてゆとり教育は２００２年に発足するとともに，というよりすでに
１２）この問題については次節で学歴分断社会として検討する。
１３）この時代については陳（２０１４b）で検討した。
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発足前から早くも見直しの動きが活発化し，数年間実施されただけで２００８
年に実質上廃止されることになってしまった１４）。
第３節 格差社会と学歴分断社会
１９９０年代以降に学歴社会論のもう一つの重要なテーマとなったのが格差
社会の問題であり，それは当然ながら学歴格差と大きく関連していた。本節
で紹介するように，この問題化は早くも９０年代前半に始まっていた。それ
が藤田英典や苅谷剛彦の著作（藤田，１９９５。苅谷，１９９５）であるが，２１世
紀への転換期にはSSM調査１９９５年版データに基づく佐藤俊樹の『不平等社
会日本』（佐藤，２０００）が話題を呼び１５），さらに吉川徹『学歴分断社会』（吉
川，２００９）が刊行されるに至った。ほかにも橘木（２０１０）など類書は多い
が，本節ではまず，この議論の決定版ともいうべき吉川の学歴分断社会論を
紹介し，次にそのような議論の系譜を藤田，刈谷，佐藤，そして佐藤と同様
SSM調査に基づく数土（２０１１）と辿り，そして最後に今一度吉川の議論に
立ち戻ることにしたい。
吉川は次のように論じている１６）。７０年代から８０年代後半までは，大卒層
が社会にあふれることを予防するため，大学進学率を調整する政策がとられ
た。そのため，平成に入るまでは大学受験が過熱する傾向にあった。しか
し，９０年代半ばにかけて大学入学の関門が徐々に開かれていき，４０％から
５０％までになった。これは逆に言うならば，大学への進学門戸を全開にし
ても，希望者は５０％しかいないということでもあった。
１４）ゆとり教育が完全に廃止されたのは，２０１１年度からの新学習指導要領全面実施
によってである。文部科学省ホームページ掲載の「新学習指導要領・生きる力」
参照。
１５）SSM調査は日本社会学会によって１９５５年に開始され，その後１０年ごとに実施
されてきた。５５年版については陳（２０１４a）でその一部を紹介した。
１６）吉川（２００９）は第一章「変貌する「学歴社会日本」」第二章「格差社会と階級・階
層」第三章「階級・階層の「不都合な真実」」第四章「見過ごされてきた伏流水
脈」第五章「学歴分断社会の姿」第六章「格差社会論の「一括変換」」第七章「逃
れられない学歴格差社会」という構成である。
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日本ではすべての子どもが６歳の春に学校に通いはじめ，小学校６年，中
学校３年，高校３年の１２年間学校に通う。そして１８歳の進路選択は将来の
道を決めてしまうので，真剣に子の進路について悩む親世代は多い。つま
り，１８歳の時点での進路選択への過剰な重みづけが，日本型学歴社会の特
性となっている１７）。
そして，同じ年に生まれた若者の半数が大学受験競争に参加しないという
のが平成の学歴社会である。また，今の若者の学歴を見るとき，上下差や勝
ち負けよりも人生の中で大切にしているものや望ましさの基準などの質の違
いをより重く考える。しかし，そうした風潮とは裏腹に学歴主義の現実も確
実に存在している。
学歴は格差社会の一つの要因だが，所得，雇用，意欲，世代関係，地域な
どの格差問題も切実なものである。学校は元来一人ひとりの知識や技能に差
をつけるためのものであって，学歴による差異は，社会の設計どおりに発生
しているという側面がある。いわば学歴は正規の格差生成装置なのである。
学歴に基づく仕事の振り分けは，決していわれのない差別ではなく，実績主
義といわれる正当な原則に基づいている。学歴差別というのは誤った表現で
あり，学歴は格差を生み出すための公式な装置なのだから，学歴によって人
生のチャンスが異なることについては，差別（不当な不平等）という言葉を
使って民主主義的な配慮が求められることは正しくない。しかし，学歴とい
うのは格差を生み出す原材料となっていて，格差社会を成立させている要因
の筆頭に挙げざるをえない。現代日本の社会調査データを分析すると，学歴
が最も重要な格差成立の主要因であることは明らかである。
１８歳で進学した大卒層と残り半分の非大卒層との境界線を学歴分断線と
呼ぶ。前述のように，大学進学は１８歳で直面する人生の岐路を意味してい
る。たしかにランクが高い大学を出ていても，その後の職歴においていくら
１７）この１８歳問題に焦点を合わせ日本の大学を根本から批判しているのが矢野
（２０１１）である。
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でも逆転可能になってきたし，一流大学を出ているだけでは成功は約束され
ない社会になっている。しかし，それはあくまで学校歴（大学名）について
の変化であって，高卒層でも大卒層を逆転することができる社会になったと
いうことではない。
昭和の学歴社会と平成の学歴社会をはっきり区別するために，新しい局面
における学歴社会のことを成熟学歴社会と呼ぶこともできるが（吉
川，２００６），学歴分断線が５対５の比率で世代を越えて続いていく状況があ
り，それを吉川は新たに学歴分断社会と表現する。ほぼ５対５に社会を分け
る学歴分断線は，人々の職業に関するチャンスとリスク，経済的な豊かさと
貧しさ，子どもを育てるときの戦略などと大きく関連している。
２００５年SSM調査のデータでは，下流層の比率は全体の３７．４％を占めてお
り，そのうちおよそ７０％の人が高卒以下の非大卒層であるという事実がわ
かる。さらに，大卒層でSSM下流層に入るのは２６．０％に対して，非大卒層
は４７．６％に達している。すなわち，結果として下流社会を成立させる主要
因は学歴分断線だと見ることができる。つまり低収入で低学歴であること
が，人々を下流層とする要因なのである。
学歴分断線をはさんで高卒層と大卒層が労働市場において二極化してい
る。学歴分断線こそが格差現象の正体なのである。学歴分断社会の本格的な
到来によって，経済格差の存在も明らかとなる。実際，所得格差が平準化し
ていくことは望ましいこととされているが，格差現象の主要因は学歴分断社
会にあると考える立場からは，所得格差が縮小する気配を見出すことはでき
ない。大卒層と非大卒層の経済的な損得の差は維持されている。親の地位が
高ければその子はよい教育を受けることができ，高い学歴を得やすいという
教育の階層差がある。その先には，学歴が高いほど地位が高くなるという学
歴社会の中心的なしくみが待ち受けている。つまり，学歴の高低は，その後
の人生にメリットやデメリットをもたらすことになる。
現代日本社会の多くの子どもたちは，親の経済力や職業ではなく，親の学
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歴を重視しているようだ。日本社会では学校教育と階級のはたらきの重要性
が，欧米社会とは根本的に逆転しているといわれる。日本では学校教育が社
会の序列を作りだしてきたのであり，そのため人々は学歴に，極めて強い関
心をもつようになった。日本の高校生は，たとえ親の職業や世帯収入はよく
わからなくても，両親の学歴だけは，学校名まで知っている。中高生が，両
親の学歴を自分の人生のスタート地点だとみなしやすいのは，そのためなの
である。つまり，中高生の目でみても，学歴の流れが世代間関係の主要因と
なっている。そして，そのような学歴には２つのはたらきがある。１つは，
豊かで安定した生活をするために高い学歴が役立つということであり，もう
１つは，学歴が切符やパスポートのように実際に使うためのものではなく，
努力や能力の指標，身に着けた教養のシンボル，そして社会的地位の上下を
示すラベルとして奥深い意味を持っているということである。要するに，学
歴には地位を表示する象徴的価値がある。学歴の象徴的な価値は，ものの考
え方や生活のスタイル，子育てに対する意識等に影響力をもっている。
学歴分断社会はいま，大卒再生産家族と高卒再生産家族を基盤としつつ，
比較的少数の学歴上昇家族と下降家族が「入れ替え戦」を行って，大卒層と
非大卒層の比率が均衡を保っている状況にある。この固定的な関係は学歴下
降回避のメカニズムによって説明されている。要するに，子どもの進学意識
が親の学歴によって左右されがちであり，高卒層の進学意識が「できること
なら進学したい」という考え方に対して，大卒層では親より絶対に下げない
という切実な動機が支配的なのである。
以上が吉川の『学歴分断社会』の主要論点であるが，同様の認識は吉川が
２００６年に発表した『学歴と格差・不平等─成熟する日本型学歴社会』（吉
川，２００６）でも一層アカデミックな研究の観点から示されていた。さらに，
学歴格差社会の指摘は，実はバブル崩壊後の１９９０年代の前半からすでにな
されていたことを見逃すことはできない。学歴と不平等の問題は１９６０年代
からすでに指摘されていたことではあるが，学歴格差が組み込まれた格差社
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会の成立の兆しは，バブル崩壊後の９０年代中頃からすでに気づかれていた
のであった。それを示すのが藤田英典の「階級・階層」（藤田，１９９５）であ
る。藤田は社会移動と教育の関連，そして学歴主義の問題を次のように論じ
ていた。
学歴主義の病理と言われる問題が生じる可能性がある。第１に，学歴主義
は一定の実質的合理性を有しているとはいえ，学校教育が拡大し，学歴イン
フレが進むにつれて，学歴は職務遂行上必要とされる能力の証明としてでは
なく，多数の求職者を選別するための手段として，つまり，実質的な適格性
の証明としてではなく，形式的な選別の手段として機能するようになる。
第２は，学歴は属性化するという問題である。学歴は学校卒業までは，本
人の努力と能力によって獲得される業績的地位であるが，学校卒業後はその
後の努力では変えることのできない帰属的地位に転化する。業績的地位の帰
属的地位への転化（アチーブド・アスクリプション）の問題である。日本で
学歴主義が問題視されるのは，この傾向が強いからである１８）。
第３は，教育機会，学歴取得機会が，家庭の経済力や文化的環境に左右さ
れる傾向にあるという問題，いわゆる教育機会の階層差の問題である。これ
が問題となるのは，機会均等の理念や，学歴および社会的地位が本人の努力
と能力によって獲得されるという意味での能力主義・業績主義の原則が崩れ
ることになるからである。
興味深いのは，高学歴化の進んだ国・地域ほど，学歴が親の地位によって
規定される傾向が強いことである。これは，一見，奇妙に思われるかもしれ
ないが，これが調査データの示す統計的な事実である。上級学校への進学の
機会，学歴取得の機会が，父親の職業によって規定されているということな
のだが，この結果は，高学歴化は必ずしも教育機会の階層差を縮小するわけ
１８）業績的地位は獲得的地位，帰属的地位は生得的地位とも言い換えることができる
が，業績主義原理と属性主義原理との対比がよく言及されるので，業績的地位と
帰属的地位という表現の方が一般的と思われる。日本社会学会社会学事典刊行委
員会編（２０１０，３２２-３頁。）参照。
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ではなくて，むしろ，家庭の経済力や文化環境が教育機会を左右するという
基本的な関係構造は変わらないということを示している。
以上が藤田の展開した学歴格差論であるが，ほかに苅谷剛彦も『大衆教育
社会のゆくえ─学歴主義と平等神話の戦後史』（苅谷，１９９５）において，そ
れまでの学歴社会論が見落としてきた問題として不平等問題，とくに学歴獲
得競争以前の家庭環境の格差による不平等問題があることを指摘した。さら
に，SSM調査の１９９５年版データをもとに佐藤俊樹が２０００年に発表した
『不平等社会日本──さよなら総中流』（佐藤，２０００）も，そのタイトルに如
実に示されるように，学歴分断社会の出現を指摘し，学術書のレベルを超え
て広く社会に受け入れられベストセラーにもなった。佐藤は１９９５年SSM調
査の結果，相続される学歴という存在が明らかとなったという。高学歴の親
の子ども世代に高学歴が多いという傾向が強まってきている。戦後の日本社
会では，学歴を得るとか，専門職・管理職につくといったキャリアコース
は，「努力すればナントカなる」と，ずっと考えられてきた。しかし，「努力
すればナントカなる」という信仰が１００％信じられているわけでないという
現実が示されているのだ。努力すれば報いられると信じたいが，現実には別
の評価基準で地位が決まっていると人々は考えている。「努力してもしかた
ない」という疑念をかかえつつ，「努力すればナントカなる」と自分にいい
きかせて，学校や会社の選抜のレースに自分や子どもたちを参加させてき
た，というのが戦後日本の親世代の偽らざる姿である。学歴社会というの
は，学歴が重視される社会とされている。それももちろん重要な要件だが，
日本社会における学歴はもっと強烈な意味をもっている。親の学歴や職業と
いった資産が，選抜システムのなかで「本人の努力」の成果となり，学歴の
回路をくぐることで獲得された地位が自分の力の証明になる。だからこそ，
自分の地位を業績主義で正当化できたり，努力主義を「負け犬の遠吠え」と
みなせたりする。そういう魔力こそが学歴社会に潜んでいる。しかし，そう
いった幻想の中で，現実には高学歴の世代間継承によって，戦後日本が構築
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してきた総中流社会は自壊しつつある，と佐藤は指摘した。
なお，２００５年のSSM調査に基づく斉藤友里子・三隅一人編（２０１１）に示
された学歴社会論についても，出版年は時系列的に前後するが，ここで紹介
しておこう。そこには数土直紀が第２章「高学歴化と階層帰属意識の変容」
を執筆しており，その第１節「階層帰属意識と学歴をめぐる謎」は次のよう
な問いを設定し，データに基づきそれに答えている。高学歴化と呼ばれる戦
後日本の階層構造の変動が，人々の階層帰属意識にどのような影響を与えた
のか。高学歴化が進行することによって，学歴の価値が下落しているなら
ば，学歴の階層帰属意識に対する規定力は弱まっていくのが自然であろう。
しかし事実は逆であり，学歴の階層帰属意識に対する規定力はむしろ強まっ
ている。なぜ，このような現象が生じるのか。もし高学歴という社会的地位
を継承することに階層帰属意識を高める効果があるならば，たとえ学歴の価
値そのものが下がったとしても，高学歴者全体における地位継承者の割合が
増すことで「学歴の規定力が増す」という現象が起こりえよう。たとえ学歴
の象徴的価値が下がっていても，高学歴者グループ内における地位継承者の
割合が増大すれば，高学歴者グループ内で高い階層的地位に帰属意識を抱く
人々の割合も増えるのである。これもまた，２０００年以降の学歴社会のあり
方の特性，すなわち高い社会的地位の世代間継承による不平等の固定化，す
なわち格差の固定化をよく示していると言えよう。
以上のような議論の系譜において，吉川の学歴分断社会論が登場したので
あった。１９９０年代から２１世紀の最初の１０年間までの２０年間に大学の新増
設が進み１９９０年に５０７校あった４年制大学は現在では７８０校までになって
いる１９）。それに伴い大学進学率も上昇し２００７年には５０％を突破するに至っ
た。ついに同年齢人口の５０％が大学生となり，その他の短大や専門学校へ
１９）文部科学省のホームページ（２０１４年９月３０日現在）に掲載されている「平成２５
年度学校基本調査（速報値）」によると，２０１３年度の大学数は７８２校（国家王立
１７６校，私立６０６校），短大は３５９校である。
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の進学者も加算すれば，同年齢人口の７０％が高等教育を受けるという高度
な大衆教育社会が，経済的には失われた２０年と称される現代日本に実現し
たのである。アメリカの社会学者マーチン・トロウが『高学歴社会の大学』
（Trow，１９７３＝１９７６）で分類した大学進学率５０％以上のユニバーサル型
（進学率１５%までがエリート型，１５%を超え５０％までがマス型）の教育大
衆化社会となったのである。そして高等教育機関への進学者の男女比率もほ
ぼ半々となった。そのような高学歴志向は，経済的に厳しい時代であるから
こそ高学歴であることが有利な職業に就く可能性を高める，と人々に強く意
識されたためであろうと思われるが，そのような高学歴志向によって吉川が
命名した学歴分断社会が成立してしまったのである。大学に進学した５０％，
その他の高等教育機関に進学した２０％，それ以外の３０％の間に絶対的な障
壁が出来上がったわけではないが，前述のように高学歴の世代間継承によっ
て固定化が進んできたのは間違いないようだ。大学卒業者の中の多様性，差
異性も無視できないが，そのような階層的な多様性，差異性を超えた強烈な
階級的区別が，大卒者およびそれに準じる高等教育機関の卒業者と，それ以
外の人々との間に生じ，またそのことが強く意識されるようになったという
のが，現在の日本の学歴社会の姿であると思われる。
おわりに
バブル崩壊後の日本は，経済的な混乱と低迷の時代を２０年以上続けてき
たが，大学進学率は３０％から５０％へと大幅に上昇した。経済的な混乱と低
迷はあったが，世界的に見るならば日本は基本的に豊かな社会となっていた
のであり，８０年代に大学進学率が３０％台に留まっていたことのほうがむし
ろ不思議だったのである。しかし，大学進学率上昇の原因は経済的な低迷に
もあった。企業が求人数を絞り込み，また，正規雇用から非正規雇用への切
り替えを進めたため，大学卒の資格がないと希望する就職が困難になるので
はないかという意識が強まったと思われる。
１２６ 桃山学院大学社会学論集 第４８巻第２号
現在の日本社会にはまだ学歴神話が広く残っているようだ。高学歴化の進
展がその一端を示している。学歴神話とは，高学歴でなければ幸せになれな
い，あるいは高学歴でさえあれば幸せになれるという信念である。しかし現
実には，高学歴であってもバブル崩壊以来の不況の２０年や急速なグローバ
ル化による雇用の不安定化によって必ずしも生涯安泰とは言えない時代に
なったのであり，学歴神話には陰りが見えている。それでも多くの親たちは
学歴神話を捨てきれず子どもに多大な教育投資を行い，結果的にそのような
投資が可能な家庭の子ども世代が学歴分断社会の上層を占めるに至るのであ
ろう。学歴社会の形成は大衆の高学歴化と，社会の諸場面における学歴要因
の重みの増加に見ることができるが，後者の学歴要因の重みの減少こそ学歴
神話の陰りなのである。しかし，その陰りにもかかわらず教育大衆化，大衆
の高学歴化はいまだ高水準を維持しているというのが，現在の現代日本の学
歴社会の姿であると言えよう。
しかし，高学歴化にもかかわらず生徒・学生の学力は低下しているという
学力低下問題もまた，１９９０年代以降の日本において強い関心を持たれてき
た。学力の高い上層においては，おそらく厳しい受験戦争も行われており，
高度な学力が維持されていると想像されるが，日本社会の強みでもあった分
厚い中層の学力が低下し，極めて薄い上層と，かなりしぼんでしまった中層
とが上半分を，学力の低い分厚い下層が下半分を占めるといった構造が形成
されてしまったようである。そして，この構造が学歴分断社会の構造とほぼ
重なっていると思われる。
学歴格差問題と学力低下問題は，日本が国力を維持していくために解決し
なければならない重要な問題である。これらの問題解決に向けて今後も検討
を続けたいが，最後に筆者の現時点での見通しを述べておこう。学力低下問
題に対して，２１世紀に入ってから採用されるべきであった適切な教育政策
はゆとり教育ではなく，グローバル化と高度情報化に対応した一層高度な教
育の実現であったのではないだろうか。そしてその際に重要なのは，格差問
１２７１９９０年代以降の日本の社会変動
題の解消に向けて，学校教育のあり方だけでなく，子どもたちの家庭と地域
における教育環境の改善にも注意を払うべきことであろう。これらの課題に
ついては別稿を準備したい。
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１２９１９９０年代以降の日本の社会変動
This paper aims to shed light on social changes of Japan since 1990s by
researching social studies of those days on credential society and
credentialism and surveying social consciousness and behaviors associated
with them. First, reviewing readings in educational sociology published in
2007, I find that Japan since 1990s has been faced with two educational or
social problems despite large rise in the rate of university enrolments.
Those are the decline in academic standards and the gap in educational
backgrounds. Second, examining arguments about more relaxed
educational policy responding to excessive credentialism, I show that the
policy was not only a cause of the decline in academic standards but also
its effect. Third, reviewing some books concerning the gap in educational
backgrounds, I show that in Japan since 1990s the educational gap has
been expanding in line with the growth of economic devide.
Keywords : Japan since 1990s, credential society, credentialism,
decline in academic standards, gap in educational backgrounds
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